
働く女性にスポーツの機会を	
神奈川大学大竹ゼミナールチームJ	

川原絵菜　栗原数理　長網優雨樹　長谷川圭子　本田広紀	

松浦遥香　山田敏丈	

1	



目次	

2	



女性の社会参加	
•  15～64歳女性の就業率6割を超えている	

緒言	
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女性（15～64歳）の就業率の推移	

総務省労働力調査（基本集計）H27	

運動・スポーツの具体的
な支援策はみられない	

女性の運動・スポーツ活
動は不十分	
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女性の身体活動	

女性特有の
要因	

社会的要因	

身体活動が
減少傾向	

緒言	

厚生労働省　健康日本２１	

運動不足感を持っている者は、現在運動実施ができていない	

1日の歩数においても女性は男性より低い	
並河　（1993）	

国民健康・栄養調査　H26	 4	



研究目的	 緒言	
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企業	

国	

働く女性の運動・スポーツの
機会を増やすための	

プログラム	

企業が行う	
プログラムの支援	



運動不足感	 現状	
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文部科学省 体力・スポーツに関する世論調査　H25	

女性の方が運動不
足感が強い！	

男
性	
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女性の健康	

女性はエストロゲンの作用によって健康が	

維持されている部分が多い	

エストロゲンは女性ホルモンの一種	

身体面、精神面、美容面から	

女性の健康を支える	

現状	
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４０代半ばからの体の変化	 現状	

協会けんぽ　健康サポート	

骨粗鬆症	

更年期障害	

生活習慣病	

エストロゲン	
減少	
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４０代以上の骨粗鬆症の有病率	
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日本骨粗鬆学会（2011）	

男性	

女性	

現状	

5.6倍	 2.1倍	

3.8倍	
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生活習慣病	 骨粗鬆症	

20代からの適度な運動習慣	

女性の健康と運動・スポーツ
は密接に関係している	 現状	

10	健康手帳(2012)	 日本骨粗鬆学会（2011）	



女性の身体の負担軽減のため、	
運動習慣は若いうちから必要	

現状	

働いている女性にとって	
生活の大半を会社が占める	

運動の支援や促進
は国・企業が行わな
ければならない責務	
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現状	

働く女性	

企業	 国	

支援	

働く女性の生きが
いを	

創出！！！	
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うつ病予防	

月経前精神状態	
安定	

骨粗鬆症予防	
青木（2002）	 国立がん研究センター（2008）	 ジョンJレイティ／エリックヘイガーマン（2009）	日本骨粗鬆症学会（2011）	

メリット	
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作業効率UP!	

病欠の日数が	
少ない	

医療請求額	
２７％下がる	

柏原、中原（2001）	 ジョンJレイティ、エリック・ヘイガーマン（2009）	

メリット	
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国 企業 

働く女性の運動・スポーツの
機会を増やす 

提言 
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女性の運動不足感を解消させ運動・スポーツを
通じて生まれる生きがいを創出するプログラム 

女性運動促進プログラム 

ストレス解消・気分転換ができ 
女性が生き生きと働ける企業となる 

提言：企業 
「女性生きが

い創出企業」
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提言：国 
「女性生きがい創出企業」 

を国から表彰 
「女性生きがい創出企業」
を目指す企業が増える 

17 



女性生きがい創出企業
に認定 

国からの表彰 女性運動促進プログラム 
の導入・実施 

国 

国 

企業 

提言 
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「女性運動促進プログラム」 

フレッシュレディノートの配布 

・運動した証を記入 
・プログラムを達成する毎にポイント
　が付与される 
・規定のポイントに達すると特典と 
　交換できる 

提言：企業 
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「女性運動促進プログラム」 

「社内」 「通勤時」 「社外」 

提言：企業 

場面に応じた 
３つのプログラムを展開 
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提言：企業 

最低1つ選択し参加で… 

内容 いつ？ 時間 
①ラジオ体操 朝礼やミーティング前 10分 
②ヨガ体操 昼休み 15分 
③踏み台昇降 15時のブレイクタイム 15分 

１P 

女性でも 
抵抗感なく 
参加できる！ 

女性運動促進プログラム 
「社内」でのアプローチ 

忙しい女性のために働く合間
に運動・スポーツを提供！ 
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女性運動促進プログラム 

①②③のプログラムにおいて 
新入社員をリーダーに任命し、部署内の活動
促進を図る 

社員と新人の 
交流・社員育成 
も可能となる！ 

提言：企業 
「社内」でのアプローチ 
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提言：企業 

女性8500歩	
男性9000歩	
を目標値に設定する	

従業員へ万歩計を配布し、１日の歩数を計測する 

歩数が目標値を	
超えた場合…	

１P 

「通勤時」でのアプローチ　 
女性運動促進プログラム 
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目標値に到達するには… 
・１駅前から歩いて向かう、帰る 

・駅までバスの人は徒歩にする 

・エレベーターではなく階段を利用する 

提言：企業 
「通勤時」でのアプローチ 
女性運動促進プログラム 

働く者にとって当たり前の	
「通勤」を有効活用する！	
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休日の歩数も目標値を超えた場合はポイントを付与する 

買い物 散歩 　スポーツ 

休日でも「歩く」意識がうまれる！ 

提言：企業 
「通勤時」でのアプローチ 
女性運動促進プログラム 
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レジャー施設 

・フィットネスクラブ 

・公共施設 

・ゴルフ場 

・ボーリング場 
　　　　　　　   等々 

レシートや領収書を 
証明書とし 

１回利用することで… 
利用 

１P 

提言：企業 女性運動促進プログラム 
「社外」へのアプローチ 
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勤務時間外や休日にスポーツを 
行うメリットを与えることで… 

レジャー施設の利用を促す 

・家族とスポーツ 
・友人とスポーツ 
・接待 
・トレーニング 
　　　　　　　　   等々 

休日を有効活用した 
リフレッシュ効果も！ 

運動・スポーツの
実施意欲を 
高める！ 

提言：企業 女性運動促進プログラム 
「社外」へのアプローチ 
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Ｐ ポイントによる特典 
100   食堂で利用できる割引券や商品券 
300   翌月のスポーツ施設・レジャー施設の利用が割引 
500 「スポーツ休暇」として有給を１日付与 

ポイントを特典と交換できるメリットを設けることにより… 

従業員のモチベーションが上がり 
継続的な運動習慣を身につけられる！ 

提言：企業 女性運動促進プログラム 
ポイント交換制度 
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企業	

国	

女性運動促進プログラム	

政策提言	
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①女性運動促進プログラム導入 広報制度 

• 「女性運動促進プログラム」の認知を促す	目的	

提言：国	

■メディアを通じた宣伝活動	

■プログラムの導入を推進	

■プログラム紹介	

■認定・表彰	

■フレッシュレディマークの付与	
厚生労働省	 30	



②「女性生きがい創出企業」認定制度 

•  厚生労働省が毎年行っている国民健康栄養調査
の「運動習慣者」の割合が国で定めている３割を
超えた企業	

認定基準	

提言：国	
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認定された企業へ…	

• フレッシュレディマークの付与	

• 表彰	

女性生きがい創出企業 認定	

企業	 運動・スポーツを実施し生き生きと
美しく働く女性へ向けたマーク	

提言：国	
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マークの付与、表彰を行うことにより…	

社会的認知度UP!!!	

作業効率UP!!!	

入社希望 UP!!!	

提言：国	
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まとめ	
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